（様式１）

令和　年　月　　日
留学生就職促進プログラム 実施計画書
文部科学省高等教育局長　　殿

所在地

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
令和　年度「留学生就職促進プログラム」の実施計画書を提出します。
Ⅰ　事業の内容
１．事業期間
令和　年　月　日～令和　年　月　日（最大）
２．当該事業への参画機関とその連絡先（所在地・電話番号・FAX）
	機関名
	所在地・電話番号・FAX

	【大学】
○○○○

	○○○○



	【業界団体】

○○○○
	○○○○

	【民間団体等】

○○○○
	○○○○


３．事業の実施計画
	①　本事業で実施する取組の概要及び申請大学が対象とする業界団体や専攻分野における留学生の就職者数増加の具体的スケジュール　※各年度の具体的な数値目標についても記載する。また、増加の見通しについては、様式２にも記載すること。

	　


	②　申請大学・業界団体や専攻分野における留学生の就職支援（日本語教育、キャリア教育、インターンシップ）の現状・課題とその解決のための教育プログラム。

	【ビジネス日本語教育】
　現状：
　課題：
　解決策：

【キャリア教育】
現状：
　課題：
　解決策：

【インターンシップ・プログラム】
現状：
　課題：
　解決策：




	③　②以外での留学生の就職を促進する取組の特徴及び有効性。

	【近隣大学の学生も参加できる就職セミナー等の開催】
　特徴：
　有効性：

【②の可能な範囲でのコンソーシアムに参加する他大学の学生への開放】
　特徴：
　有効性：

【外国人留学生受入れ経験の少ない企業への支援】
　特徴：
　有効性：

【その他】



	④　本計画について、既存の取組としてではなく委託事業において取り組むことの必要性及び有効性。

	


	⑤　成果を把握・検証するための具体的な評価・測定方法。
　　活用する評価指標毎に測定方法と共に記載

	· 評価指標①：○○
－測定方法
· 評価指標②：○○
－測定方法
（以下、適宜項目を追加）



	⑥　事業の成果を他の大学に波及させていくための方策。

	　波及させるための工夫（他大学の参考となる点）：
　広報活動等のスケジュール：



	⑦　大学のリソースを活用した、特色や独自の取組。

	


４．事業の実施体制
	①　事業の実施、評価等に際してのコンソーシアム内外の体制が整備されているか。（参加機関の連携内容や役割分担が明確になっているか）。
※役割や体制図を示した図表を挿し込むことも差し支えない。

	


	②　他の機関等が同内容の取組を実施する際に参照することができる体制。

	他大学からの問合せに対応する体制等：
広報活動の有無：



	③　事業期間終了後に自立的な活動を継続していくための協力体制等の構築の計画。

	　



	④　参画団体間の役割分担についての工夫。

	　



	⑤　事業の実施に必要な経費について、参画企業等から得られる経済的支援の内容。※具体的な支援内容が分かる協定等の写しを添付すること。

	合計：○○円



５．再委託に関する事項
　※申請代表機関以外に支出の予定がある場合のみ記載のこと
	再委託の相手方の住所及び氏名
	

	
	

	

	再委託を行う業務の範囲
	

	
	

	

	再委託を行う理由
	

	
	

	


６．文部科学省との連絡担当者（氏名・職名・電話番号・FAX・e-メール）
	氏　名
	大学等名・職　名
	大学等所在地・電話番号・FAX・e-メール

	○○　○○
（事務担当者）
○○　○○
	○○○○・○○○○
○○○○・○○○○
	


Ⅱ　経費予定額
（単位：円）
	費　目
	種　　別
	内　　訳
	経費予定額

	人件費
	講演謝金
	（例）○○円×回数×人数
	円

	
	講師謝金
	
	円

	
	○○謝金
	（例）○円×○日×○カ月×人数
	円

	
	○○職員給与
	
	円

	
	人件費附帯経費
	
	円

	
	
	
	円

	
	　　　　　　　　　　小　　　計
	円

	旅　費
	国内調査旅費
	（例）東京～○○×回数
	円

	
	委員招聘旅費
	
	円

	
	講師招聘旅費
	
	円

	
	○○旅費
	
	円

	
	
	
	円

	
	小　　　計
	円

	設備・
備品費
	設備・備品費
	（例）授業用プロジェクター
	円

	
	
	
	円

	
	小　　　計
	円

	事　業
活動費
	機器賃借経費
	
	円

	
	会議費
	
	円

	
	会議等会場借料
	
	円

	
	印刷製本費
	
	円

	
	消耗品費
	
	円

	
	雑役務費
	
	円

	
	通信運搬費
	
	円

	
	○○経費
	
	円

	
	○○謝金
	
	円

	
	消費税相当額
	人件費（交通費を除く）・諸謝金（人件費相当として支給するものに限る）等の合計額の１０％
	円

	
	小　　　計
	円

	再委託費
	
	○○大学（会社）
	円

	
	小　　　計
	円

	合　　　　　計
	円


※経費及び積算内訳については、すべて直接経費で計上すること。一般管理費については計上を認めない。
※事業が複数年度にわたる場合は、年度ごとに個別に作成すること。
（再委託先内訳）
機関名：
（単位：円）
	費　目
	種　　別
	内　　訳
	経費予定額

	人件費
	講演謝金
	（例）○○円×回数×人数
	円

	
	講師謝金
	
	円

	
	○○謝金
	（例）○円×○日×○カ月×人数
	円

	
	○○職員給与
	
	円

	
	人件費附帯経費
	
	円

	
	
	
	円

	
	　　　　　　　　　　小　　　計
	円

	旅　費
	国内調査旅費
	（例）○○～○○×回数
	円

	
	委員招聘旅費
	
	円

	
	講師招聘旅費
	
	円

	
	○○旅費
	
	円

	
	
	
	円

	
	小　　　計
	円

	事　業
活動費
	機器賃借経費
	
	円

	
	会議費
	
	円

	
	会議等会場借料
	
	円

	
	印刷製本費
	
	円

	
	消耗品費
	
	円

	
	雑役務費
	
	円

	
	通信運搬費
	
	円

	
	○○経費
	
	円

	
	○○謝金
	
	円

	
	消費税相当額

	人件費（交通費を除く）・諸謝金（人件費相当として支給するものに限る）等の合計額の１０％
	円

	
	小　　　計
	円

	合　　　　　計
	円


　※上記資料は、再委託しようとする場合に作成する。

　※事業が複数年度にわたる場合は、年度ごとに個別に作成すること。
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